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（午後 ６時００分 開会） 

○東課長 大変お待たせいたしました。定刻となりましたので、ただいまから、平成２６

年度自殺総合対策東京会議を開催させていただきます。  

  本日、お集まりいただきました委員の皆様方には、ご多忙中にもかかわらずご出席を

賜りまして、まことにありがとうございます。  

 私、事務局を務めさせていただきます、東京都福祉保健局保健政策部、自殺総合対

策担当課長の東と申します。議事に入りますまで、進行を務めさせていただきますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。恐れ入りますが、着座にて失礼いたします。  

初めに、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。本日の会議資料が

ダブルクリップでとめられておりますが、そのほかに座席表と、別途配布させていた

だいておりますが配付資料等ございます。会議資料につきましては、最初の次第に続

きまして、右肩に資料番号を振ったものが資料１から９までございます。こちらの資

料につきましては、議事の中で説明をさせていただきます。  

初めに、資料１ですが、自殺総合対策東京会議委員名簿（平成２６年度）でござい

ます。資料２が、自殺総合対策東京会議幹事名簿。資料３が、自殺総合対策東京会議

設置要綱。資料４が、東京の自殺の現状。資料５が、平成２６年度自殺総合対策事業

実施状況。こちらはＡ３で折り込んでございます。資料６が、東京都若者総合相談

（・3・）／若ナビ。こちらもＡ３で折り込んでございます。資料７が、平成２６年度

スクールカウンセラー活用事業。こちらもＡ３で折り込んでございます。資料８が、

児童・生徒を自殺等の深刻な事態に至らせないために。資料９が、こちらもＡ３で折

り込んでございますが、自殺未遂者対応地域連携支援事業、ここまでが会議資料とな

ってございます。  

続きまして、委員からの提供資料となります。  

１番目が、一瀬委員から、平成２６年度内閣府「自殺対策強化月間」への協力（薬

局でのポスター掲示）について。  

２番目が、齋藤委員からでございますが、第７回国際自殺予防学会及び第４０回日

本自殺予防学会総会の同時開催について。それから、自殺予防「クリニック絆」一若

年者のために。  

３番目が、清水（康之）委員からでございますが、「日本自殺総合対策学会」の設

立について。それから、鹿児島「自殺対策トップセミナー」開催について。  

４番目が、杉本委員からになりますが、死別の悲しみに向き合う～認知行動療法の

手法を使ったアプローチ。それから、カラー刷りの資料で、「大切な人を亡くした子

どもとその家族のつどい」、ここまでが委員からの提供資料となりまして、後ほど説

明がございます。  

続きまして、参考資料となりますが、こちらは１から５までございます。  

まず、参考資料１がＡ３になりますが、平成２６年度都における主な自殺関連施策
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について（総括表）。参考資料２が、平成２６年度区市町村における先駆的取組事

例。参考資料３が、平成２６年度民間団体における取組事例。参考資料４が、平成２

６年度東京都地域自殺対策緊急強化補助事業一覧表、こちらは区市町村のものになり

ます。参考資料５が、平成２６年度東京都地域自殺対策緊急強化補助事業一覧表、こ

ちらは民間団体の表になります。こちらの参考資料につきましては、東京で行われて

いる様々な自殺対策の取り組みについてご紹介させていただいているものでございま

す。本日の議事の中では特段の説明はございませんが、お持ち帰りいただいてご覧い

ただければと思います。 

最後に、配布物といたしまして、全部で５点ございます。  

初めに、東京における自殺総合対策の基本的な取組方針、こちら冊子になってござ

いますが、平成２５年１１月改正版でございます。  

続きまして、東京都若年層自殺実態把握調査報告書、こちらホッチキスどめの報告

書になってございます。 

３番目が、「こころといのちの相談・支援東京ネットワーク」相談窓口一覧リーフ

レット。こちら黄色いリーフレットでございます。  

４番目が、「大切な人を突然亡くされた方へ～あなたはひとりではありません

～」、こちらもリーフレットですが、白いリーフレットになります。 

最後、５番目が、自殺未遂者対応地域連携支援事業～東京都こころといのちのサポ

ートネット～のカラー刷りの事業案内でございます。  

資料については以上でございます。ご確認いただけましたでしょうか。もし不足な

どございましたら、恐れ入りますが挙手願います。事務局がお届けに参ります。よろ

しいでしょうか。  

なお、本日この会議ですけれども、お手元の【資料３】「自殺総合対策東京会議設

置要綱」第９条によりまして公開となっておりますため、議事内容につきましては、

会議録として後日公開される予定となってございます。  

それでは、お手元の資料１、自殺総合対策東京会議委員名簿に従いまして、委員の

皆様のご紹介をさせていただきます。時間の都合もございますので、事務局のほうか

らお名前のみご紹介させていただきます。皆様、座ったままで結構です。  

初めに、正面奥からになりますが、本日の座長を務めていただきます大野裕委員で

ございます。  

続きまして、寒川由美子委員でございます。  

次に、繁田雅弘委員と高塚雄介委員、それから、猪口正孝委員につきましては、本

日ご欠席の連絡をいただいております。  

続きまして、一瀬信介委員でございます。 

続きまして、山田雄飛委員、中野和広委員につきましては、本日欠席の連絡をいた

だいております。  
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続きまして、小濱哲二委員でございます。  

続きまして、岩田利延委員、それから、小林治彦委員でございますが、本日欠席の

連絡をいただいております。  

続きまして、澤本尚志委員でございますが、本日は欠席でございまして、かわっ

て、阪本未来子鉄道事業本部サービス品質改革部長にご出席いただいております。 

続きまして、室谷正裕委員でございますが、本日はご欠席の連絡をいただいてござ

います。 

続きまして、杉浦賢次委員でございます。  

続きまして、亀井時子委員でございます。  

続きまして、菊地孝宏委員でございます。  

続きまして、大川武司委員でございます。  

続きまして、清水哲雄委員でございます。  

続きまして、齋藤友紀雄委員でございます。 

続きまして、清水康之委員でございます。  

続きまして、杉本脩子委員でございます。  

続きまして、神保裕臣委員でございますが、本日は欠席のご連絡をいただいており

まして、かわって、渡邉富雄労働基準部健康課長にご出席いただいております。  

続きまして、坂本健委員でございますが、本日は欠席でございまして、かわって、

河合江美健康生きがい部予防対策課長にご出席いただいております。  

続きまして、加藤育男委員でございます。  

続きまして、橋本聖二委員でございますが、本日は欠席の連絡をいただいておりま

す。 

最後になりますが、本日の副座長を務めていただきます前田秀雄委員でございま

す。 

委員の紹介は以上でございます。  

続きまして、幹事の紹介になりますが、お手元の【資料２】「自殺総合対策東京会

議幹事名簿」をもちまして、紹介に代えさせていただきます。  

また、事務局につきましては、本日、福祉保健局保健政策部保健政策課が務めさせ

ていただいております。 

ここで、開会に当たりまして、福祉保健局、保健政策部長の笹井よりご挨拶申し上

げます。 

○笹井部長 福祉保健局、保健政策部長の笹井でございます。本日は皆様、お忙しい中、

ご出席をいただきまして、まことにありがとうございます。  

また、日ごろより東京都の保健福祉行政にご理解・ご協力を賜り、この場を借りま

して、心からお礼を申し上げます。  

会議の開会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げます。  
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さて、東京都では平成１０年以降、自殺により尊い命を失われる方が毎年２，５０

０人を超える状況が続いておりましたことを背景に、平成１９年にこの自殺総合対策

東京会議を設置いたしまして、幅広い分野の委員の皆様からご意見を頂戴するととも

に、平成２１年には基本的な取組方針を策定いたしまして、総合的な自殺対策に取り

組んでまいりました。  

また、昨年度には、これまでの取り組みをより実効性のあるものとするために、こ

の基本的な取組方針を改正いたしまして、一次予防である事前予防、二次予防である

危機対応、そして、三次予防である事後対応の各段階に応じて、現状を踏まえた対策

を進めるとともに、自殺者に占める割合の高い若年層への対策や、自殺未遂者などの

リスクの高い方への支援に重点を置いて取り組んでいるところでございます。  

本日は最近の取組状況などを議題としておりますので、皆様から忌憚のないご意見

を頂戴したいと存じます。  

自殺には多様で複合的な原因や背景があると推察されまして、自殺対策に当たりま

しては、個人に対する働きかけと社会に対する働きかけの両面から総合的に取り組む

ことが必要でございます。今後もさまざまな関係機関や団体、そして、地域社会の皆

様と連携、協力し、一体となって総合的な自殺対策に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

最後になりますが、皆様からの一層のご理解・ご協力を賜りますようお願いを申し

上げまして、私からのご挨拶とさせていただきます。  

本日、どうぞよろしくお願いいたします。  

○東課長 ありがとうございました。  

なお、議事に先立ちましてご連絡いたします。ご発言があります場合には、事務局

のほうがマイクをお持ちいたしますので、お手数ですが挙手をお願いいたします。  

それでは、以後の進行につきましては、大野座長のほうにお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。  

○大野座長 座長を仰せつかっております大野でございます。  

  今日はお忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。よろしくお願

いいたします。  

それでは、これから議事に入りたいというふうに思います。本日の会議が実りのあ

るものになりますように、委員の皆様方から忌憚のないご意見をいただければという

ふうに思います。  

また、多くの委員の方々に発言をしていただきたいと考えておりますので、議事の

進行にご協力をお願いいたします。  

 まず初めに、議事の（１）「東京の自殺の現状について」、これを事務局からご説

明いただければと思います。お願いいたします。  

○東課長 それでは、お手元の配布資料の７ページ、資料４をご覧いただければと思いま
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す。 

東京の自殺の現状につきまして、こちらの目次順に沿いまして、主に東京都の特徴

を中心にご説明させていただきます。  

１枚おめくりいただきまして、一番最初が、自殺者と自殺死亡率の推移でございま

す。平成９年から平成２５年までの推移を全国と東京都で比較しております。こちら

全国、東京都とも、一時期の高止まり状況から脱しまして、ここ数年は減少傾向にご

ざいます。 

とりわけ全国の自殺者数につきましては、ピーク時には３万人を超えているという

状況が続いてございましたが、平成２２年以降は３万人を割ってございまして、平成

２５年には２万６，０００人程度まで減少をしております。  

東京都につきましても、平成２５年は前年よりも若干増えてございますけれども、

ピーク時と比べますと減少傾向にございます。  

続きまして、おめくりいただいて、２番目が年齢階級別・性別の自殺者数及び年齢

構成でございます。男性の自殺者数が女性のおよそ２倍程度となっておりまして、男

性・女性とも共通して４０歳代が最も多くなってございまして、続いて５０歳代が多

いという状況でございます。  

続いて、３番目が自殺者の年齢構成でございます。全国も東京都も７０歳以上の高

齢者の方の割合が最も多く占めてございます。さらに東京都の特徴といたしまして、

３０歳代以下の若い世代の割合が全国よりも高くなっております。  

おめくりいただきまして、４番目が年齢階級別・性別自殺死亡率でございます。こ

ちら５歳刻みで全国と東京都を比較してございますが、まず男性につきましては、７

０代前半は東京都のほうが全国を上回ってございますが、それ以外は、ほぼ全ての年

代で全国よりも低くなっておりまして、東京都の平均も２７．１ということで、全国

平均の２９．７を下回ってございます。  

一方、女性について見ますと、全国を上回っている年代が多くなっておりまして、

特に５０代前半から６０代前半までは、東京都のほうが全国を大きく上回っておりま

す。東京都の平均も１３．４ということで、全国平均の１２．３を女性のほうは上回

っております。  

続きまして、５番目が年齢階級別・性別自殺者数の推移になります。こちら５年刻

みで見た自殺者数の推移でございますが、恐れ入りますが、平成１０年だけがデータ

がないため、平成１１年のデータを使ってございます。  

まず、男性につきましては、平成１１年、あるいは、平成１５年ごろと比べます

と、５０代前半、それから後半ともに、自殺者数のほうが大きく減少しておりまし

て、７０代の自殺者数が、逆に以前よりも最近は増加傾向にございます。  

一方、女性につきましては、４０代前半が以前と比べると大きく増加してございま

す。 
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おめくりいただきまして、６番目が年齢階級別死因になります。１０代後半から３

０代後半まで死因の第１位は自殺となっております。さらに、１０代前半と４０代の

前半から５０代前半まで、こちらにつきましては悪性新生物に続いて、第２位に自殺

が入っているという状況で、非常に深刻な状況が続いております。  

続いて、７番目が職業別自殺者数でございます。全国、それから、東京都とも、被

雇用・勤め人、それから、その他の無職者が多く占めておりますけれども、東京都に

つきましては、年金・雇用保険等生活者が全国と比べると少ないというのが特徴でご

ざいます。 

続きまして、おめくりいただいて、８番目が年齢階級別・性別自殺の原因・動機で

ございます。こちらは男性・女性とも２０代以上の全ての年代で、健康問題というも

のが最も多くなってございます。  

また、２０歳未満につきましては、男性・女性とも、学校問題が一番多くなってご

ざいます。 

続きまして、９番目が手段別自殺者数でございます。手段といたしましては、この

資料をご覧のとおり、首つりが圧倒的に多くなってございます。  

続きまして、１枚おめくりいただいて、１０番目が自殺未遂歴の有無別自殺者数の

割合でございます。自殺未遂歴のある方の自殺リスクというのは、高いというふうに

言われておりますけれども、総数で見ますと、男性の既遂者のうち自殺未遂歴がある

者は全体の１３．２％、女性につきましては３１．２％となっておりまして、これに

つきましては男女差が大きく見られます。  

続きまして、１１番目が自死遺族に関する調査の結果でございます。こちら平成２

１年３月の資料ということで、やや古いデータで恐縮ですが、自死遺族となった直後

におきましては、２６％の方が希死念慮を抱いたりであるとか、３割近くの方が医療

機関を受診するという状況でございまして、自死遺族の方にとっても心身への影響が

大きくて、自殺リスクが高いということがわかるかと思います。  

続きまして、おめくりいただいて１２番目、それから、１３番目につきましては、

区市町村別の状況でございます。こちらはちょっと細かい資料となりますので、詳細

につきましては、後ほどご確認いただければと思いますけれども、特徴といたしまし

ては、庁内ネットワークなど区部と比較いたしますと、市町村部につきましては、ま

だ構築がされていないところが多く見受けられます。  

以上、簡単ではございますが、東京の自殺の現状につきましてご説明は終わりま

す。 

○大野座長 ありがとうございました。  

  東京における自殺の現状とその特徴について、さまざまな視点からご説明いただきま

した。 

時間の都合がございますので、現状についての質疑応答は、後ほどの重点課題への
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取り組みの中であわせて議論ができればと考えております。  

それでは、続きまして、議事（２）「都における自殺総合対策事業の実施状況につ

いて」、事務局から説明をお願いいたします。  

○東課長 それでは、お手元の配付資料の２３ページになりますが、資料５をご覧いただ

ければと思います。  

  平成２６年度に東京都が行いました、自殺総合対策事業の実施状況について説明させ

ていただきます。  

  初めに、自殺対策の基盤整備となりますが、自殺総合対策東京会議、こちらにつきま

しては年一度の開催ということで、本日開催させていただいているところでございま

す。 

  なお、具体的な方策等につきましては、平成２５年度から若年層対策分科会、それか

ら、ハイリスク者等対策分科会、こういった分科会を二つ設置いたしまして、今年度

につきましては、各分科会とも２回ずつ開催させていただきました。  

  それぞれの課題につきましては、議事（４）「重点課題への取組」の中でご議論いた

だければと思います。  

  続きまして、一次予防である事前予防から、二次予防である危機対応、三次予防であ

る事後対応まで、各段階の取組内容について、こちらの資料に沿いながらご説明させ

ていただきます。  

  初めに、事前予防につきましては、毎年９月と３月を東京都の自殺対策強化月間とい

たしまして、各種電話相談の時間延長であるとか、相談窓口のチラシが入ったポケッ

トティッシュの配布、それから、私鉄各駅、各線で、ポスターや車内広告を掲出する

など、自殺防止東京キャンペーンを展開しております。  

  続きまして、危機対応につきましては、ゲートキーパー養成事業として、既に研修を

受講した方を対象としたレベルアップ研修、それから、中小企業の人事管理担当者な

どを対象とした職域ゲートキーパー研修、それから、職員が看護専門学校等へ出向い

て直接講義を行う出前研修、こういったことを実施しております。  

  続きまして、うつ診療充実強化研修になりますが、こちらは東京都医師会に委託して

実施しておりまして、地域の内科医等を対象に、うつ診療の知識であるとか、精神科

医との連携方法等について身につけていただくような研修の内容となってございま

す。 

  続きまして、裏面の２４ページをご覧いただきたいと思いますが、こころといのちの

相談支援東京ネットワークにつきましては、本日も配布しております相談窓口一覧の

リーフレットの作成、配布、それから、関係機関を集めましてネットワーク会議を開

催しております。  

  続きまして、東京都自殺相談ダイヤルにつきましては、こちら平成２２年度から開始

しておりまして、相談件数も年々増えてございます。平成２５年度につきましては、
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１８，３２５件の相談実績がございまして、１日当たりにしますと、およそ５０件程

度の相談を受けてございます。  

  続きまして、事後対応になりますが、まず、二次救急医療機関等のスタッフを対象に

しまして、自殺未遂者支援研修を実施しております。こちらの内容につきましては、

自殺未遂者の患者への対応方法について研修を行わせていただきました。  

  続きまして、自殺未遂者対応地域連携支援事業になりますが、こちらは平成２６年度

の新規事業となりますので、後ほど、議事（４）の「重点課題への取組」の中で詳細

は説明させていただきます。  

  続きまして、遺族への情報提供になりますが、こちらは本日も配布しております「大

切な人を突然亡くされた方へ」というリーフレットの作成、それから、配布をしてご

ざいます。 

  最後になりますが、地域自殺対策緊急強化補助事業、こちらにつきましては、国から

の緊急強化交付金を受けまして、東京都のほうで基金条例を制定して、その積み立て

た基金を活用して、区市町村であるとか、民間への補助事業を行うものでございま

す。 

  平成２６年度につきましては、これから実績報告を出していただくところですので、

こちら参考として２５年度の実績について記載しております。  

  なお、来年度からは、この国の交付金制度が一部変わりまして、基金事業につきまし

ては、東日本大震災の被災者等に関する事業に限定されることとなっております。  

  震災対策以外の事業につきましては、今後は国が新たに創設した交付金制度の中で実

施される予定となってございまして、補助対象となる事業メニューも、これまでより

は一部限定される見込みでございます。  

  今回のこの国の制度変更を受けまして、東京都においても、今後、要綱・要領等を制

定しながら、引き続き、区市町村補助、民間補助を継続していく予定でございます。  

  以上で、東京都における自殺総合対策事業の実施状況について説明は終わります。  

○大野座長 ありがとうございました。  

  ただいまの説明につきまして、何かご意見・ご質問等はございますか。  

 特によろしいですか。 

（なし）  

○大野座長 それでは続きまして、議事（３）「自殺対策の取組に係わる委員からの報

告」に入ります。  

本日は、委員の皆様方から貴重な資料が配布されております。それぞれの委員の皆

様に説明をしていただければと思いますが、時間の関係もございますので、簡潔にお

願いをいたします。  

まず、一瀬委員、提供資料のご説明をお願いいたします。  

○一瀬委員 東京都薬剤師会の一瀬でございます。  
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  東京都薬剤師会では、毎年３月に内閣府から、日本薬剤師会を通じて自殺対策強化月

間に広報用ポスターを各薬局に配布いたします。約５，０００件以上の薬局で、この

３月の自殺対策強化月間についてのポスターを店頭に掲示する事業を行っています。  

  また、最近、薬局で、ゲートキーパーにというような流れが各都道府県にございまし

て、その中で、埼玉県などはゲートキーパー用のＤＶＤなどをつくっていただきまし

て、東京都の薬剤師会にもいただいて、それをまた各会員にも通知しております。 

  以上でございます。 

○大野座長 ありがとうございます。  

  薬剤師の方々の活動、とても重要だと思います。よろしくお願いいたします。  

  それでは続きまして、齋藤委員、お願いをいたします。  

○齋藤委員 齋藤でございます。５ページ、６ページに資料を提出しております。  

  まず、来年、２０１６年に国際自殺予防学会のアジア地区大会を開催することになり

ました。この学会、ＩＡＳＰと呼んでおりますが、日本での開催は初めてでございま

す。いのちの電話連盟と恐らく共催という形になるかと思いますが、総力を挙げて今

は準備をしておるところでございます。実は、今日東京都の後援名義をご決定いただ

いたということで、タイムリーというか、大変感謝をいたしております。精神医学会

を中心に市民運動団体、それこそ、自殺予防にかかわるあらゆる組織に呼びかけて、

この会議を盛会に導きたいと期待をしております。  

  実は、２０１６年は２００６年に国の自殺対策基本法が制定されて、ちょうど１０年

なんですね。この１０年を節目に、もう一度日本の自殺対策のあり方を検討しよう

と、改めて確認しようと、こういうことで準備を進めております。  

  ただ、かなり巨額な経費が必要ですので、募金を初めとする資金づくりをしておりま

して、どうか皆さんにもご支援をいただきたい、まず何よりも出席をお願いしたい

と、こんなことを期待しております。  

  それから、その裏に、私が３年前に立ち上げた自殺予防目的の「クリニック絆」とい

う電話相談の報告をまとめております。  

  ２０１０年から日本の自殺者の数が減少しておりますが、今日も若年層の自殺の実態

についての調査報告をいただいておりますが、とにかく、若年層だけは増えていくん

ですね。このことを大変心配いたしまして、ある資金をいただいて、ちょうど３年前

の３月に新しく電話相談を始めました。  

  この電話相談の特徴は、必要があれば精神科のドクターが電話で対応する、面接も可

能であると、こういうボランティア相談員と専門科との連携をしていくと。これはい

のちの電話でもそうですけれども、必ず精神医療と連携して治療的な対応をしてい

く、これがやはり自殺予防にかかわる相談事業の一つの決め手というか、大変重要な

認識であるかと思います。  

  最後に申し上げたいのは、実は電話相談に寄せられる自殺の件数が減っているんです
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ね。実はこの５月になるかと思いますが、ＷＨＯの自殺リポートを、これは３年前の

１２月に実施したんですが、ＷＨＯのWorld Suicide Reportという会議を東京でい

たしまして、ＷＨＯから、もう一度これを開催してほしいと。それは自殺が減少して

いるというエビデンスを出してほしいという要請のようです。国立精研が中心になり

まして準備しておりますが、私は電話相談、事に日本いのちの電話連盟参加の自殺に

関する統計を精査して、自殺者数が減少しているというエビデンスを至急出してみた

いと、こんなふうに考えております。  

  とにかく、自殺者数が１９９８年の急増した時点に戻ったということは、これはちょ

っと信じられない思いなんですが、ただ単に自殺予防対策の成果なのかどうか、この

辺もいろんな意味で精査していく必要があるだろうと、こんなふうに考えておりま

す。 

  以上です。ありがとうございました。  

○大野座長 ありがとうございました。  

  新しいこの電話相談の形態、そして、日本の取り組みを国際的にも共有していくとい

うご活動をご紹介いただきました。  

  それでは続きまして、清水康之委員、お願いいたします。  

○清水（康之）委員 ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンクの清水です。私のほ

うから２点ご報告させていただきます。  

  一つは、昨年９月に立ち上げました「日本自殺総合対策学会」の設立に関するもので

す。ページ数で７ページ目のものになります。  

  これは、先ほど齋藤委員から話がありましたとおり、まさに来年が自殺対策基本法の

施行から１０年ということになりますので、この１０年をどう捉えるか。自殺者数で

いうと、１９９８年の急増以前の数字にようやく戻ってきたわけですけれども、で

も、それでいいということではなくて、依然として先進国の中でも自殺率はトップ、

依然として１日７０人もの人が平均すると亡くなっているという、その非常事態は続

いているということだろうと思いますので、決して楽観するのではなくて、さらに安

定的に自殺対策が推進されるような仕組みづくりをする必要があるだろうという問題

意識を持って、この学会を昨年９月に立ち上げました。  

  ９ページ目に、この学会の発起人のリストがありますが、特徴的なのは、学会といっ

ても必ずしも研究者ばかりがメンバーになっているわけではないと。もちろん研究者

もいて、研究者の中にはさまざまな分野の研究者が発起人に名を連ねています。  

  また実務家ですね、自殺対策の現場で活動している人たち。さらには政策立案にかか

わる国会議員であったり、あるいは知事であったり、あるいは自治体の首長の方たち

であったり、自殺対策の現場と研究と、さらには政策、これを連動させて自殺対策を

安定的に推進していく、そういう枠組みづくりになればという思いで、こうした５０

人の発起人で、この会を立ち上げた次第です。  
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  これは、ご承知と思うんですが、来年の４月から自殺対策の所管が内閣府から厚労省

に移ります。この移管にあわせて、今この学会の中心になって自殺対策基本法の改正

をしようという議論も進めているところです。  

  さらに財源も、これまでは基金ということで、補正で毎年積み増していっていたわけ

ですけれども、そうすると、いつ予算が切れるかわからないということで、財源も恒

久財源化していこうということで、政府の自殺対策推進体制の強化と自殺対策基本法

の改正と、さらには予算の恒久財源化と、３点セットでぜひやっていこうということ

で、今年、来年の春先ぐらいまでは、政府の中でもかなり大がかりな動きが出てく

る、その中心となって活動しているのが、この学会ということになります。それが一

つです。 

  あと、もう一つ情報提供させていただきたいのが、１１ページ目からの資料になりま

すが、自殺対策を地域で推進していく上では、行政のトップのご理解が不可欠だとい

うことで、２月１０日になりますが、まずは鹿児島で、鹿児島の全市長・村長に呼び

かけて、トップセミナーというものを開催しました。結果的には７割を超える市町村

長、もしくは副市町村長がこの研修会に参加し、また、９割を超える自治体の自殺対

策の担当者の方もこの研修会に参加し、さらには、県のさまざまな関係機関、教育と

か県警本部とかといったところ、あとは、県内の民間団体の方たちも含めて、全部で

最終的には１５０人ぐらいの人数になったんですが、自殺対策は地域づくりとしてや

っていく必要があるんだということを、トップに理解していただく非常にいい機会に

なりました。  

  この開催に関しては、自殺対策推進議連の皆さんと、日本自殺総合対策学会、先ほど

ご紹介させていただいたものと、あと、自殺対策の民間ネットワークの三者で主催し

たんですが、非常に好評だったということもありますし、また、自治体のトップに理

解してもらうということの重要性も鑑みて、今後、全国４７都道府県で開催してまい

りたいということで、この一、二年かけて開催していこうということで、今は議論し

ているところです。ぜひ東京でも、そう遠くないうちに実現したいと思っていますの

で、またそのときには皆さんと一緒に、こうした研修の場を持たせていただければと

思います。 

  以上です。 

○大野座長 ありがとうございました。  

  安定的な取り組みができるネットワークづくりということで、興味深いお話をいただ

きました。 

  それでは続きまして、杉本委員、お願いできますでしょうか。  

○杉本委員 私からは、ＮＰＯ法人ぷしけの活動と、それから、ＮＰＯ法人全国自死遺族

総合支援センターの活動、２点につきまして報告をさせていただきます。  

  遺族支援は、なかなかわかりにくいとか、目立たないとか、地味だとかということで
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は、世の中から取り残されがちではあるんですけれども、どれだけ自殺で亡くなる方

の数が減ったとしても、やっぱりご遺族というのは確実にいらっしゃるわけで、決し

て見過ごすことができないことではないかなというふうに、いつも思っているところ

です。 

  一つは、大綱の中にもありますけれども、当事者のグループ、ケアサポートの自助グ

ループ、サポートグループの活動がメインになっているところと、それから、各種行

政なども加わった相談窓口の２点、生活支援も含めた２点というのが支援活動として

あるんですけれども、もう一つ、何かその二つをうまく結びつけることができないか

なということをずっと思っておりました。  

  そんな中で、認知行動療法の手法を使って何かできないかということで、平成２４年

から座長の大野先生のご指導をいただいたり、ご相談させていただいたりしながら、

少しずつ実験的にというか、試みですけど進めております。  

  起きた事実はもう誰も変えることができないんだけれども、その事実をどんなふうに

解釈し、どんなふうに受けとめ、そして、そこからどんな生き方を次に構築していく

かというところでは、認知行動療法の手法というのは、とても役に立つのではないか

なというふうに思っておりまして、わかち合いの会の言いっ放し、聞きっ放しと、そ

れから、支援を受ける、相談を受けるという、その両方をうまくつなぐことができる

ようなプログラムをつくっていけたらいいかなというふうに思っておりまして、何回

かやっているところです。引き続き、大野先生たちのご指導をいただきながら、新し

い主張として続けていくことができたらというふうに思っています。  

  それから、もう一つが次のページのカラー版ですけれども、「大切な人を亡くした子

どもとその家族のつどい」というのを、これは基金をいただきまして計４回、アメリ

カで先駆的に子どもたちのサポート活動をやっているダギー・センターから講師をお

呼びしまして、研修を重ね、そして、２年前の１月から中央区にあります聖路加国際

病院の協力をいただきながら、毎月開催しているところです。  

  今年度、年度の初めのころが、ちょっとお天気が悪かったりして参加者が少なかった

ので、前年より来ているお子さんは少ないんですけれども、１８家族、延べ９４人の

お子さんが来てくださいました。そのうちの１２家族が自死遺族です。  

  一応、タイトルとしては、「大切な人を亡くした子どもとその家族」というふうにし

ています。ここで自死・自殺で大切な人を亡くしたとまず入れてしまうと、ほとんど

の子どもたちが、親、または兄弟が、自殺で亡くなったということを告げられており

ませんので、まずそこで来ることができないということがあって、これは東京都とも

ご相談しながら、「大切な人を亡くした」というくくりにしております。  

  ただ、来るお子さんが小学生、中学生で、お父さん、お母さんが若いので、自殺以外

といっても本当に突然死ですね、心筋梗塞であったり、脳梗塞であったり、突然死な

んで、そういう意味では状況的には同じような状況があるかなと思っています。  
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  特徴的なのは、来ている子どもたち１００％、学校では絶対に親や兄弟の死のことは

話さない。絶対に話せないということを、これはもう口をそろえて言っております。

ここに来れば話してもいいのかなという、そんな安心感が多少あるのかなというふう

に思います。  

  それからもう一つは、たまたま第一発見者であったり、お家の中で亡くなったりし

て、その現場を見たお子さん以外は、全員のお子さんたちが、親がまたは兄弟が自殺

したということを告げられていません。  

  親たちの悩みはとても深くて、うそをついていることはよくないということはわかる

し、子どもたちが薄々気づいていることもわかるんだけれども、やはり、周りのサポ

ートがないと真実を告げることができないということがよく語られております。私た

ちは子どもの集まりと同時に、別のスペースで親たちの話し合いの機会も設けており

ますので、そういったことは大概出ます。 

  それで、あともう一つは、つい最近ですけれども、ある区の保健師さんがあるご家族

を連れてきました。保健師さんも一緒に参加されて、子育ての支援なんかをしている

うちに、そこのご家族で自殺が起きたということがわかり、そして、そこには中学生

のお子さんがいるということも、小さい赤ちゃんのほかに中学生のお子さんがいると

いうこともわかって、ここの集まりを紹介して、そして、お子さんが保健師さんにも

一緒に行ってほしい、そのほうが安心できるからということで、保健師さんが連れて

こられたという事例があって、これは本当にいろんな相談事業の連携がうまく機能し

始めている一つの例かなというふうに思っているところです。これからも続けていき

たいなというふうに思っております。  

  以上です。 

○大野座長 ありがとうございます。  

  自死はもちろんですけれども、さまざまな形で心に傷を負った方をどう支えていくか

という非常に重要な活動だと思います。  

  それぞれ今、４人の委員の方にご発言をいただきました。さまざまな領域で取り組ま

れ、そして、それをもとに新たに発展をした活動を続けていらっしゃいますけど、何

かここでご質問・ご意見等ございますか。よろしいですか。  

（なし）  

○大野座長 それでは、ぜひ、またこの取り組みを続けていただければと思いますし、ま

た東京都としても、ぜひご支援をいただければと思います。  

続きまして、議事（４）「重点課題の取組」に入りたいと思います。  

昨年度改正した取組方針でも取り上げておりますけれども、東京都では、近年増加

傾向にある若年層の自殺対策、そして自殺リスクの高い自殺未遂者等への支援を重点

的に取り組んでこられております。  

本日は、それらの中から、東京都の各局での取組を幾つかご紹介させていただくと
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いうことになっております。説明は、各局の幹事からお願いいたします。  

まずは一つ目の、若年層の自殺対策に関わる取組について、青少年・治安対策本部

の坂田青少年対策担当部長からお願いいたします。  

○坂田部長 東京都の青少年・治安対策本部青少年対策担当部長の坂田でございます。本

日は、当本部におきます青少年施策のうち、社会的・技術的に困難を有する若者への

支援事業についてご紹介させていただきます。資料の６をご覧いただきたいと思いま

す。 

  東京都では、次代を担う若者の自立と社会参加を支援するために、もやもやした悩み

や不安に対応するため、１８歳以上の若者を対象とした電話や電子メール、面接相談

の相談窓口といたしまして、東京都若者総合相談（・θ・）／若ナビを運営しており

ます。 

  年齢が１８歳までは、教育相談センターや児童福祉など、さまざまな分野の相談窓口

がございますが、１８歳になって大学進学や就職をしてしまうと、行政機関の支援体

制が非常に狭まりまして、社会とのかかわり方が苦手な若者の悩みの受け皿がないと

いうのが現状でございます。  

  そこで相談できる分野を限定せずに、広く若者のさまざまな悩みを受けとめる総合相

談窓口を設ける必要があるという考えのもと、平成２０年の東京都青少年問題協議会

の意見具申を受けまして、平成２１年度から若者のための総合相談窓口といたしまし

て、東京都若者総合相談（・θ・）／若ナビ事業を開始いたしました。  

  何か困ったことがあっても、人の助けを借りることが難しく、それどころか、誰かに

悩みを聞いてもらうことすらできず、１人苦しみ悶々としている若者からの相談を受

けとめ、解決に向けまして助言をし、必要に応じて関係する支援機関を紹介しており

まして、若者のセーフティーネットとしての機能を果たしております。  

  相談の方法は、若者が利用しやすいツールということで、電話相談に加え、パソコン

や携帯電話、スマートフォンによる電子メール相談を無料、匿名で実施しておりま

す。さらに、都内３カ所に指定するカフェ、喫茶店に相談員が出向いて、直接お話を

聞く面接相談も行っております。  

  総合相談でございますので、相談の内容は多岐にわたりまして、職場での人間関係や

大学生活、就職活動、それから、家族問題など、さまざま相談が日々寄せられており

ます。 

  利用状況のところに載っておりますけれども、２５年度の相談実績では、約８，４０

０件程度の相談に対応いたしました。電話相談が７割程度でございまして、悩みを直

接聞いてくれて、すぐ反応を返してくれる相手が欲しいという思いが強いと考えられ

ます。 

  ツール別の相談件数は、延べ相談件数で見ますと、電話相談が全体の８割を占めてお

りまして、友達はいるが深い話はできないのでという相談も多く、電話の向こうに自
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分の話を聞いてくれる人がいると思うだけでうれしいとの声もありまして、悩みを直

接誰かに聞いてほしいという若者の思いが表れております。  

  若者の悩みを直接受けとめることで、悩みを抱え込んだまま誰にも言えず、問題が深

刻化してしまう事態を、多少なりとも未然に防ぐ効果が期待されております。  

  本日は自殺総合対策東京会議の場でございますので、当事業若ナビが受けた自傷にか

かわる相談事例を３点ご紹介させていただいております。お手元の資料の右の下に概

略を掲載しております。どれも深刻な悩みではございますけれども、相談員が相談者

と一緒になって気持ちを整理してあげることで、悩みや不安が最悪な展開になること

を回避しております。  

  一人一人の若者の悩みに継続して対応するには、大変な時間と労力を要することにな

りますが、若者が自信と希望を持ち、持てる意欲や能力を最大限に発揮して、希望を

持って社会に参加できるよう、今後も若者を支援してまいります。  

  本日の会議のご出席の皆様におかれましては、当若ナビの相談事業を、皆様の身近な

若者や関係支援機関にご紹介していただければ幸いでございます。  

  説明は以上になります。  

○大野座長 坂田部長、ありがとうございました。  

  同じく、若年層の自殺対策に関わる取組について、教育庁の増渕指導企画課長からお

願いいたします。  

○増渕課長 教育庁指導部指導企画課長の増渕と申します。よろしくお願いいたします。  

  資料７、それから、資料８に基づいてご紹介をさせていただきたいと思います。  

  まず、資料７をご覧ください。 

  私ども、公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校を所管しております。学校

によって多少の差はありますけれども、担任の教員、部活動の顧問、養護教諭が児童

生徒の相談に応じ、問題行動等の未然防止に努めております。しかし、最近はさまざ

まな問題が複雑化・多様化しております。学校の教員だけでは対応できないこともご

ざいまして、スクールカウンセラーを計画的に導入してきました。  

  今、見ていただいています資料の右側のところに、スクールカウンセラーの配置とい

うことで示させていただいていますが、平成７年度から順次配置を開始いたしまし

て、平成２５年度、昨年度から全ての公立の小学校、中学校、高等学校にスクールカ

ウンセラーを１名配置しています。  

  左の下にありますように、週１回７時間４５分、年間３５回勤務をしてもらっていま

す。 

  このスクールカウンセラーは、その資格要件にありますけれども、臨床心理士の資格

を有する者ですので、心理について高度な専門性を持つ者でして、児童・生徒へのカ

ウンセリングですとか、それから、保護者へのカウンセリング、それから、教職員に

対する指導・助言、そういった形で働いていただいているところです。  



 

 16 

  こういった体制をとっておりますけれども、それでも現実には子どもたちの自殺は起

きております。今年度もご記憶かと思いますけれども、夏に多摩地区で虐待に絡んで

中学生が自殺をしています。また、９月には区部ですけれども、同じ学校の女子小学

生２人がマンションから飛びおりるという件がございました。  

  連鎖が心配されましたので、その直後に各区市町村教育委員会の指導事務を担当する

課長を集めて、緊急に会議をして通知を出すとともに、資料８のパンフレットを配り

ました。 

  一番最後を見ていただけると、平成２５年３月と一番右下にありますけども、２５年

３月に出したものですので、今年度出したものではございませんが、改めてこのパン

フレットを見てもらいながら、児童・生徒の変化の様子をどういうふうに捉えればい

いのか。それから３ページにありますが、自殺の危険が高まったときの対応をどうし

たらいいのか。細かい面接のやり方、それから、関係機関と連携をする際のポイン

ト、これは６ページにございます。医療機関等との連携をどういうふうにすればいい

のか。それから、日常の教育活動をどういうふうに取り組んでいくか。それから、学

校としての校内体制をどうするのかなどについて、このパンフレットを改めて配りま

して、指導の徹底を図っているところでございます。  

  児童・生徒の自殺、これはご両親の悲しみももちろんですけれども、学校に在籍して

いる兄弟などのケアもしなければなりません。それから、級友たちは非常にショック

を受けますので、教育相談センターからの臨床心理士を緊急に派遣してケアをすると

いうこともございます。 

  それから、担任の教員のショック、これも大変大きなものでして、その担任の教員の

影響が、やはり子どもたちにもかかわってきますので、そういったいろんな面からの

ケアを進めていかなければなりません。したがいまして、未然防止というのは何より

も大切なことです。  

  それから、実際に起きたときに、この子どもたちにどういうふうに指導するのか。保

護者の意向で自殺したということを言わないでほしいといったときに、どういうふう

に子どもたちに指導していくのか。それから、模倣といいますか、まねをしてしまう

ということもありますので、子どもたちにどういうふうに指導していくのか、情報提

供をどうしていくのか、そういったところは、それぞれの事例に応じながら模索をし

ているというところでございます。  

  簡単ですが、以上報告とさせていただきます。  

○大野座長 ありがとうございます。  

  自ら命を絶たれた方ももちろんですけど、周りの方をどう支援するのか、これは先ほ

ど杉本委員がおっしゃったことにもつながってくる重要な課題だと思います。増渕課

長、ありがとうございました。  

  ここまでの説明を参考にしながら、若年層の自殺対策について意見交換をしてまいり
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たいと思います。 

議事（１）の「東京の自殺の現状」でも説明がございましたけれども、東京都は全

国と比較して若年層の自殺者の割合が高くなっていて、非常に重要な課題になってお

ります。 

効果的な施策、どうすればいいのか、ぜひ積極的にご意見をいただきたいと思いま

す。いかがでしょうか、どなたか。 

私のほうから指名させていただくのも申しわけないんですけれども、学校関係の

方、委員の方が来ていらっしゃいます。まず口火を切っていただきたいと思いますけ

れども、大川委員、いかがでしょう。  

○大川委員 私、中学校の校長をやっておりますけれども、今いろんな話を聞いて、非常

に難しいなと、何を話したらいいのかというのを非常に悩んでいるところです。  

  何かといいますと、担任は、例えば学期、年に２回も３回も親子を交えて面談もして

いますし、当然休み時間も話をしています。でも、それでも家庭環境まではとことん

わからないということはあって、この子を励ますために厳しい指導をしたら不登校に

なってしまったとか、励ます言葉をどうかけたらいいか。そうすると、先ほどの増渕

さんのお話、担任もいろいろやらなきゃいけない。何を話していいのか非常に困っ

て、中学校の、親が忙しくて子どもの状況を知らないという家庭もあるし、本当に家

庭環境は複雑なものですから、どこから切り込んでいったらいいのか、学校では悩ん

でいるんですね。 

  例えば、うちの学校でいいますと、保護者会をやっても来ない。つまり、学校の状況

を見てもらえない、子どもの状況を見てもらえない。かといって家庭訪問をしたいと

いうと、来ないでくれと言われる。そうすると、どこを突破口にしていったらいいの

かというのは、非常に公立の学校は苦慮していまして、プライバシーも守ってあげな

きゃいけないし、かといって、ある程度まで入らなきゃいけないし、その辺は、今、

担任をやっている先生たちが非常に苦労しているなと、ちょっと愚痴みたいになって

申しわけないんですけど、そういう状況なんですね。ですから、逆にアドバイスを今

日はいただけないかなと思って参りました。  

○大野座長 いかがでしょうか。どなたかアドバイスがある方、おられますでしょうか。 

清水康之委員、お願いします。  

○清水（康）委員 アドバイスというわけでもないんですけれども、つい、昨日だか、一

昨日だかも、自殺対策の議連の中に若者自殺対策ワーキングチームというのがあっ

て、そこで文科省に来ていただいてヒアリングをいろいろしたんですね。議連の方た

ちと文科省の皆さんとの間で議論になったのが、子どもにせめてＳＯＳの出し方ぐら

いはちゃんと伝えてあげるべきではないかということでした。  

  文科省のいじめの自殺の予防教育の流れだと、信頼できる大人に相談してねというふ

うに子どもに伝えるということなんですよね。先ほどの資料を見たら、東京都でもそ
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れを反映してということだと思いますけど、そういうふうになっていました。  

  問題は、信頼できる大人がいないとき、どうすればいいかということなんですよね。

西東京市の例は、家で継父から虐待を受けていたということですし、あるいは、その

学校の先生も、いろんな事務とかに忙殺されていて、昨日のワーキングチームの会合

で話していたのは、先生が自分にはできるだけ相談しないでねという負のオーラを出

さざるを得ない状況もある。そうすると、家で保護者に相談できない。だから学校の

先生も相談できないとなると、子どもの場合はそれでツモってしまうんです。ほかに

社会的な関係性がない場合は特に。ですので、地域のどこにどうやって声を上げれば

いいのか、ＳＯＳを出せばいいのか。もちろん学校や家庭で信頼できる大人がいれば

一番いいんですけど、いなかった場合、どうすればいいのか。そこまでリスクを想定

して、全ての子どもにＳＯＳの出し方をしっかりと伝えてあげるということが重要な

んではないかということで、引き続き文科省も含めて、その部分を議論していこうと

いうことになりましたので、そういうことも、ぜひ東京でも先んじてご検討いただけ

たらというふうにも思います。  

○大野座長 まさに、ホットな情報をありがとうございます。  

  ほかはいかがでしょうか。清水哲雄委員ございますか。  

○清水（哲）委員 今のお話を聞いておりまして、若年層の教育は、まさに家庭と学校と

子どもたちの三位一体でなされるべきだと思います。だとすると、大川先生のおっし

ゃったように、家庭環境が相当しんどい状態なら、その分、学校の教員に対するウエ

イトが大きくなることは当然だろうと思います。  

  ところが、ご存じだと思うんですけれども、ＯＥＣＤから、２００８年と２０１３年

にＴＡＬＩＳという、ＯＥＣＤに加盟している国々の教員が、どのような生活を送っ

ているかという集計が出ました。  

  日本は第１回目の２００８年には参加せず、２０１３年から参加し、その結果が公表

されています。シュライヤーさんが日本のことについて、かなりきちっと説明をして

くださっておりますし、データとしてもどこかを見ればアップされております。  

  それを見ますと、日本の先生方は他国に比べて、相当一生懸命仕事をしていらっしゃ

る。時間的にも内容的にもです。ところが、子どもたちの自己肯定感を引き出す自信

があるかという質問に対しては、圧倒的に少ないんです。つまり、どうしていいかわ

からないんですね、子どもたちの能力をどういうふうにしたら引き出してあげられる

かというのがわからない。そういう現状があるので、先生方のいわゆる職業としての

環境を何とか文科省の人に改善してもらいたいというふうに思っています。それが１

点です。 

  もう一つは、ご存じのように、昨年から今年にかけて、教育界では大変大きな動きが

ありました。１２月２２日に中教審の高大接続特別部会から答申がなされました。そ

れはまさに戦後一番大きな改革になるだろうと思われるぐらいの大きな答申です。そ
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れのキーワードは、主体性と協働性と対応性、この３点だと言っています。主体的な

意欲を持って、多様な方々と協働して問題解決に当たるというふうになっていて、そ

れをやるためにはアクティブ・ラーニングだということまで書いてあるんですね。能

動的学習と書いてあるんです。  

  そうすると、例えば極端なことを言うと、今まではスクール形式と言われているよう

に、先生が生徒のほうを向き、生徒全員は先生のほうを向いて、先生が一方的に授業

をするという形が基本でした。これからも基本的なところはそうせざるを得ないので

残るんですけれども、それ以外は協働的にみんなで意見を出し合いながらやれと、こ

ういうことになっているんです。これは大変思い切った答申だと言っていいかと思う

んですけども、実はアメリカの授業はほとんどそうなっておりますし、文科大臣補佐

官の鈴木寛さんは、フランスの教育に比べたら日本の教育は７０年も遅れているとか

書いていますので、多くの国ではそうやられているんですけど、日本はこれからやる

ことになります。  

  そこですごく心配があります。例えば、グループで協働的な活動をしようとしたとき

に、みんな仲よくやるでしょうか、子どもって。大川先生、どうですか。必ず村八分

のようなことが起こる。よりよい教育をしようと思って改革しようとしているのが、

実は、ある子にとっては非常にリスキーな環境が生まれる。そのことを先生方に本当

によく見ていただかなければならないと思うんです。  

  子どもたちがグループで勉強しているということは、先生はファシリテータとして参

加する形になります。ですから、よく子どもを見ていただいて、はじかれている子は

必ず出ますから、その子をどうケアするかというところまで先生がやらないと、環境

としてはよくない、かえって悪くなる可能性があると思って心配しています。  

  学校教育のほうでのこういう問題点をクリアしていかないと、全体として若年層とい

うのは、なかなか難しいかなというふうに思っています。ちょっとずれた話で恐縮で

すけど、今はそんなことを考えております。  

○大野座長 加藤委員、お願いいたします。  

○加藤委員 すみません、私の些末な事例ですけれども、お話をさせていただきたいんで

すけども、私どもの市というのは６万人の大変小さな市なんですけれども、若年層の

自殺の前に、非常に不登校出現率が高い市でございまして、東京都の２倍から３倍、

全国平均の３倍近くもある。  

これにはちょっと原因があるんですけども、６万人お暮らしになっている市民の中

の約３，０００人が外国の方なんです。５６カ国の方がお住まいになっています。で

すから、なかなか学校教育の中でも勉学を伝えるというのが非常に難しくて、大体１

３ぐらいのランゲージが飛び交っている市でございますので、そういう部分で言うと

大変に教育は難しいんです。 

何とか環境整備もしていかなきゃいけないということで、自殺に至る前の不登校と



 

 20 

いう部分を、何とか毎年毎年少なくしていかなきゃいけないということで、実は、生

徒のほうは学童保育のほかに、地域の皆さんのボランティアの助けを借りて、学童保

育と同様に福生っ子の広場という形で、地域の人たちの例えばお手玉でもいいし、そ

れから、お話でもいいし、また、外国の商社から帰ってきた方たちもいらっしゃいま

すから、そういう人たちと交流をしていかなきゃいけないということで、それをやり

出しました。  

それから、中学校は特にＳＳＷ、スクールソーシャルワーカー、これを私どもも７

年か８年ぐらい前からやっていて、今年、結構国や都から文科省から話が出てきてい

ますけども、市独自のＳＳＷをやりまして、とにかく２４時間全部電話しろと、それ

ぐらいの対応をしろというぐらいの形でやっていましたら、少しずつ少なくなってい

ます。 

ただ、そのほかには、先ほど家庭の話が出ましたけれども、基地のまちだからとい

うわけではないんですけども、約３分の１がひとり親家庭になっていて、特に今は核

家族化になっていますから、相談する相手もいない、おじいちゃん、おばあちゃんも

いないということでございますので、そういう部分を特に特化して、出張相談みたい

なものを徹底して、家庭に行かせるような相談をやって、少しずつよくなっているか

なというぐらい、ここら辺ぐらいまでやらないと、なかなか今は家庭教育の改善はな

らないんだなというぐらい実感として感じております。  

以上でございます。  

○大野座長 ありがとうございます。  

はい、お願いいたします。  

○清水（康）委員 出張相談というのは、スクールソーシャルワーカーが行くという。 

○加藤委員 それ以外にも市の職員が、教育委員会も行きます。小さい町だからできるん

ですけどね。  

○清水（康）委員 大体何件ぐらい。  

○加藤委員 大体、年間で言ったら３００件ぐらいですね。  

○清水（康）委員 それは延べですか。  

○加藤委員 そうです。 

○大野座長 ありがとうございます。  

  ほかにご意見ございますか。 

  寒川委員。 

○寒川委員 私はどちらかというと、ふだん事件の取材をしているほうなんですけれど

も、先日あった川崎市の中学生殺害事件などでもそうなんですが、子どもたちの間で

は結構そのＳＯＳが受けとめられていたり、情報が共有されていたりするにもかかわ

らず、学校の対応が、どうしても家庭とか本人にばかりに向かうなと感じたところで

して、どうしてその友達たちに、クラスメートたちに聞かないのかなというところで
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言うと、先ほどもお話ありましたように、先生たち大変忙しいということで、放課後

ですとか、休み時間とか、本当に何げない会話で信頼関係を築いていって、何げない

会話の中で異変を察知するというふうになっていないなというのはすごく感じるとこ

ろで、一方で、何かキャッチしたときに対応しようとすると、全校集会を開かれちゃ

うとか、すごく大ごとになってしまって、例えばいじめがあった場合には、余計に報

告があったりとかということで、余裕がない中で、いかにすき間時間というか、雑談

の場みたいなものがあれば、当事者とか、その家庭からではなくて、その周りにいる

子どもたちから、何かＳＯＳというのをキャッチできるんじゃないかなとすごく感じ

るところなので、その辺のことを、その学校関係者の方たちもどんなふうに考えてい

るのか、私もちょっと聞きたいなと思ったりして来ました。  

○大野座長 お願いいたします。  

○大川委員 ありがとうございます。今のことをお答えしますと、例えば、うちの学校は

そういう時間を大切にしたいので、当然ですけど、給食、お弁当をお昼のときに食べ

ますよね。その後、できるだけ担任の人は残ってという話をしています。中学校の場

合は１０分休みがありますから、次の時間に授業がない人は、なるべく廊下に残って

という話をしております。ですから、例が違うんですけど、誰かお菓子を持ってきて

いるよとか、そういうのもいろんな先生に教えてくれますし、そういうことは、もう

大分前からですけども、それぞれの学校で忙しいとはいえやっていると思います。  

  生活指導の困難な子ほど、そういうことをやります。そうしないと何が起こるかわか

らないというのと、子どもからのＳＯＳをキャッチするためにもやっていますけど

も、それでも出てこないということはあります。  

  ですから、そういうことはどうなっているんですかと言うんですけど、先生たちはよ

く努力してくれています。  

  それと、先ほどのＳＯＳの話をしますと、例えば町田市ですと、小学校、中学校全校

で、毎月こころのアンケートというのをやっています。何にも書かない子もいます

し、何かあったら書いてねと。紙ですから、あっても書かない子もいるかもしれませ

んけど、そういうふうに要はＳＯＳを出すようなことをしなさいと。  

  あとは東京都で、これも事例は違いますけど、体罰調査というのをやって、いじめら

れているとか、例えば教師にたたかれているとか、そういうこともやって、なるべく

ＳＯＳを出す機会を設けてますけど、それでもなかなか出てこないというのはあるか

なと思います。  

○大野座長 お願いします。  

○清水（康）委員 ＳＯＳを出しやすくするにはというか、出せる状況ってどういう状況

だろうかと考えたときに、まずＳＯＳを出す相手のことを信用できてないと、多分、

ＳＯＳって出さないですよね。まさに、先ほどお話ありましたけれど、学年集会を開

かれちゃうとか、あるいは気持ちをちゃんと受け取ってくれるのかどうか、もちろん
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ケース・ケースによると思いますけれども、先生と信頼関係ができているか、聞く側

と聞かれる側の信頼関係ができているかということが、一つポイントとしてあるんだ

ろうと思うのと、あともう一つは、中学生から話を聞いたんですけど、やはり相談し

た後、それが具体的にどういうふうに解決に結びついていくのかというプロセスが見

えないと、やっぱり相談しづらいんですね。相談したのに、チクったとか、そういう

ことを言われると、もっとひどくなりかねない。  

なので、ＳＯＳ出していいよと言ったときには、その声を出したときに、それがど

う受けとめられて、具体的にどういうふうにして、それが関係者と共有され、問題の

解決に導かれていくのかといったようなプロセスもはっきり見せてあげないと、恐ら

くＳＯＳを出すハードルというのは下がらないんだろうと思うので、もしそういう工

夫されていれば、ぜひお聞きしたいですし、もし、まだされていないのであれば、ぜ

ひ、そういうことも含めてご検討をいただけたらなというふうに思います。  

○大川委員 いろんなケースがありますけど、生活指導の基本は、訴えてきた子を守らな

きゃいけないということですから、必ず何かをやるときには、訴えてきた生徒と確認

をしながら、例えば、「これはやっぱり相手に言うべきだと先生は思うけど、どう思

う。」「大きくなるのは嫌だ」と。「だったらどうしようか。」と、例えば、こうい

うふうな提案をして、その子が大人を信用できなくなっちゃうといけないので、教師

と生徒の関係をいい状態にするためには、必ず確認をとって。例えば、親にも言って

ほしくないなんていうときもあるわけですよ。でも、「これは大人が知ってなきゃだ

めだよ。でも、どうだい」と言うと、「いや、どうしてもやめてほしい」というとき

は、いろんな作戦がありますけど、例えば、うちで言うとスクールカウンセラーがい

ますから、先ほどおっしゃっていたように、「ちょっとスクールカウンセラーに相談

してみようか」とか、やっぱり大人に相談をさせるということもやりますし、先ほど

言いましたように、そういうことがあったときに、当然、本人から訴えたという状況

がわからないように、私たちはほかの子に、何か最近気になるんだよねということを

周りに聞いたりして、正確な状況を把握して正しい判断をしないと、先ほどおっしゃ

ったように、せっかく解決させようとしたら、どんどん深みにはまっていっちゃった

ということはありますので、中学校というのは細心の注意を払って、何しろ訴えた子

どもとよく話をして、確認しながらやっているというのが基本ですね。  

○大野座長 ありがとうございます。  

  あとはいかがでしょうか。  

  いろんなご意見が出ました。基本的に、今のところ、ネットワークをどうつくるかと

いうことなんだろうかと思います。  

  大川委員おっしゃいましたけど、なかなか家庭にアプローチしようとしてもアプロー

チできない、そういう問題がある。それに対して、加藤委員おっしゃったように、ス

クールソーシャルワーカーや、ほかの方も積極的にかかわるとか、そういうふうなお
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話もございました。  

  ここでもう一つ、ただ新しい変化があって、国際的な形で教育が行われるようにな

る。ただ、欧米で行われているような個を主体とした教育が、果たして日本でどうい

うふうにできるのか。恐らくこの辺は多国籍で頑張っていらっしゃる加藤委員なんか

も、いろんなご意見がおありだと思います。そういうことも含めてやらないといけな

いんだけれども、寒川委員おっしゃったように、なかなか先生方の余裕がないという

のも現実だと思います。 

  私も教育関係では、心のスキルアップ教育というのを現場の先生方と一緒につくっ

て、そして、教室の中で、グループで考え方だとか、問題解決の仕方だとか、小グル

ープに分かれて話し合うと学校の雰囲気が変わる、そういうふうな研究ないしは活動

もやっております。  

  ただ、以前は総合の時間だとか、道徳の時間だとかにできたものもありますので、都

としても全体的な枠組み、それをどういうふうに人を配置し時間をつくっていくの

か、そういうことを含めて、また各委員の方々のご意見を踏まえながら、さらに検討

していっていただければと思います。  

  何か追加でご意見ございますか。よろしいですか。  

（なし）  

○大野座長 それでは、二つ目の重点課題でございます。自殺未遂者等への支援につい

て、こちらは福祉保健局の取り組みになりますので、事務局からお願いいたします。  

○東課長 それでは、お手元の資料３７ページになりますが、資料９をご覧いただければ

と思います。  

  自殺未遂者対応地域連携支援事業についてご説明させていただきます。  

  こちら東京都こころといのちのサポートネットという名称でございまして、昨年の７

月より福祉保健局で開始させていただいた新規事業でございます。  

  まず、この事業の開始した背景といたしましては、先ほど「自殺の現状」の中でもご

説明いたしましたとおり、自殺既遂者の男性の約１割、それから、女性の約３割に自

殺未遂歴があります。こういった未遂者の再企図を防止するということが重要でござ

いまして、東京都の取組方針の中にも、そのようなことは示させていただいておりま

す。 

  そこで、救急医療機関等に搬送された患者さん等の処置が終わりましたらば、自宅へ

帰す際に、まずはご本人の同意を得るというのが前提なんですが、同意を得ました上

で、医療機関からサポートネットに情報提供していただいて、保健所であるとか、福

祉事務所等々、地域の支援機関につないでいくと、そのような事業になってございま

す。 

  この事業につきましては東京都が実施しているんですが、事業の運営はＮＰＯ法人メ

ンタルケア協議会に委託して実施しておりまして、実施の時間は日中９時から１９時
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まで。ただし、相談受付につきましては１７時までとなってございますが、こちら３

６５日、年中無休で対応してございます。  

  ７月の事業開始以降、およそ半年以上経過してございますけれども、今のところ事業

開始初年度としては順調に運営されておりまして、２月末現在までの相談件数の実績

ですが、１４５件の相談に対応してございます。  

  今後もこのような蓄積された事例等をもとにいたしまして、関係機関の方々を集めた

検討委員会というものも設定しておりますので、その中で課題等を検証しながら、事

業を進めてまいりたいと思います。  

  自殺未遂者等への支援につきましては、以上でございます。  

○大野座長 ありがとうございました。  

  それでは、自殺未遂者等への支援について、意見交換をしてまいりたいと思います。

どなたかご意見ございますか。  

  実を言いますと、この課題というのは、医療関係者の方にご意見をいただくのが一番

だと思うんですけど、残念なことに、今日はご都合でご出席いただいておりません。  

 何かご意見ございますか。  

  自殺未遂ということでは、薬の大量服薬とか、そういうのがございますけれども、一

瀬委員、何かございますか。  

○一瀬委員 薬の大量服薬とか、あと、いろいろな医療機関にかかって薬を複数もらっ

て、それによる弊害とかいろいろございまして、薬局といたしましては、かかりつけ

の薬局になっていらっしゃれば問題はないんですが、そういう方は、あまり同じ薬局

に行きますと、わかってしまうというようなことがありまして、いろんなところを渡

り歩いてしまったりするということもあります。  

  これについては、おくすり手帳などを活用して行うようにしております。また、医療

機関にも、今は３種以上の向精神薬とか睡眠導入薬が出た場合には注意をするように

とか、診療報酬上もちょっと下がるようなことがあるかと思いますが、そういうこと

で注意していただいておりますが、薬局といたしましても、たくさんの薬を持ってい

る方に関する情報について、医療機関にちゃんとフィードバックするような取り組み

も行っています。  

  それと、今日、これを見せていただいて、自殺未遂者の対応地域連携支援事業という

ことに関して、もちろん精神科の診療所とか病院とかもあると思いますが、今は院外

処方、医薬分業が進んでおりますので、薬局にもそういう患者さんが来ることがもち

ろんあるかと思います。そのときの情報が薬局のほうにわかっておりますと適切な対

応もできると思いますので、ぜひ何か情報をいただけたらと思っております。  

  以上でございます。 

○大野座長 ありがとうございます。  

  いかがでしょうか。河合委員、何か区のほうでの取り組みとか、自殺企図に関して何
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かございますか。  

○河合委員（代理） 自殺未遂者対策については、東京都のこの事業を受けて、各区が最

終的なご相談の受け皿ということでお伺いしているわけなんですけども、実際にはま

だ具体的なご相談は受けていないのが現状で、ご本人の同意を得るというところが難

しいのかなというふうに推測しているところです。  

  ご本人がもっと早い段階でご相談したかったということもあるのかもしれませんけれ

ども、未遂者になかなか寄り添えないというところも、問題があるのかなと想像して

いるんですけれども、そこのあたりが、今後どういうふうに課題が明らかになってく

るのかというところが問題かなというふうに思っております。  

○大野座長 ありがとうございます。  

  いかがでしょうか。 

○菊地委員 東京司法書士会の菊地と申しますけれども、自殺未遂の方の対応ということ

で、自殺に至る原因はいろいろあると言われておりまして、健康問題ですとか、家庭

の問題とか、経済問題とかありますけれども、やはり法的なトラブルの問題というの

が、どこかに必ずあるものではないかなというふうに思います。 

  一番思いつくのは多重債務の問題ですとか、あとは、アパートに住んでいる方でいら

したらアパートの家賃の滞納があったとか、自殺未遂をされて、その後、戻られたと

きにどうするのかとか、今、大家から非常に高額な請求をされるとか、もしくは家屋

を明け渡してくれとか、そういった法的なトラブルが原因の一つとなっているという

こともあると思いますので、この自殺対策未遂者対応事業ということで、支援機関と

いうことで見ると、法的トラブルに対応しているところにつなげていくというところ

が見受けられていませんでしたので、ぜひ、我々としても、そういった相談にかかわ

るということもできるのかなというふうに思います。  

  実際、我々の司法書士会は全国にありますけれども、神奈川と福岡のほうでは医療機

関と連携をとりまして、自殺未遂をされた方の法的トラブルに対応するような相談も

やっておりますので、東京としても、ぜひ医療機関との連携をとりながら、法的トラ

ブルに対応できるような体制をつくりたいと考えております。  

○大野座長 ありがとうございます。  

  清水委員、ございますか。  

○清水（康）委員 私、これは非常に重要な事業だと思います。ですから、都道府県単位

ということで言うと、東京都がほかの地域に先駆けて都全体でこういう事業をやって

くださるというのは、非常にすばらしいことだと思っています。  

  都内で言うと、荒川区が先行的に未遂者支援を日本医大病院と、あと、東京女子医大

病院と連携してやりましたけれども、私たちもＮＰＯという立場で未遂者支援、荒川

区の事業にかかわったんですが、未遂後にしかるべき支援をすれば、その後、自殺企

図の確率をぐっと下げることができるというのは、やっていて体感するところです
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し、データ的にもそういうような状況になっています。  

  未遂というのは、本人からすると自殺できなかったということで、失敗でもあるわけ

なんですが、ただ１００％死にたかったというわけではなくて、死にたいと生きたい

の狭間で揺れ動いている方がほとんどで、生きる道を選べるのであれば生きる道を選

びたいという人がほとんどなわけなので、その生きる道を選べるように支援をしてい

く。それは救急だけでなく、あるいは救急と精神の連携だけでなく、さらに地域が入

り、法的な解決もそうですし、場合によっては生活支援につなげていくということも

そうですし、あるいは居場所活動みたいなもの含めて、生活を支えていけるような環

境を地域が医療と連携しながらつくっていけば、自殺未遂をした方であっても、その

後、安定的に生活していく、もちろん浮き沈みはあるんですけど、それでも荒川区の

取り組みの中では、私が確認できているのは、今年の２月ぐらいの段階ですけども、

実際に支援につながった方で亡くなった方は１人もいないという、８０人以上でとい

う状況です。  

  ただ、その一方で、やはり支援につなげるところの難しさもあって、自殺念慮を抱え

ている方の中には、そういう方が結構いらっしゃるんですけど、要するに支援を求め

ることのハードルがものすごく高いんですね。ですので、支援を求めたくなるような

というか、求めようと思うように支援する、ここの部分の重要性は強調し過ぎること

がないと思っていまして、ですから、承諾をとるというのも、このとり方に工夫があ

って、荒川区は経験を積み重ねてきているので、かなりの確率で承諾を得られるんで

すけれども、ただ、この承諾のとり方があまりうまくないと、了解を得られずに支援

につなげることができない。つなげられれば、それでかなりのいい支援ができるんだ

けれども、つなげるところの課題もあるので、そこはぜひこの事業でもって、そうし

たことのノウハウも蓄積していただいて、広く市区町村、あるいは全国にそうしたノ

ウハウを提供できるようなことも今後ぜひ進めていっていただけたらと思います。 

○大野座長 ありがとうございます。  

○亀井委員 司法書士会と同じ法的支援をしている法テラスの亀井です。  

  どうも法的支援というのが、この世界ではなかなか中に入り切れないので、いつも歯

がゆい思いをしているんですが、大分前に都の未遂者の報告事例という冊子をいただ

きました。そのときに３回自殺未遂をした方の話が出ていまして、それは借金で精神

的に問題を抱えてしまって、自殺未遂のたびに弁護士のところに行きなさいよという

ような話をされていたんだけど、そのままになって、結局、３回自殺未遂が起こる

と。最後にはケースワーカーの方が一緒に同行して法テラスへ行って、解決できてと

いうお話が出ていました。  

  自殺に至る過程の中に、やはり精神的な問題が多いんでしょうけど、最初の要素は、

借金であったり、家庭問題、離婚などもあるでしょうし、それから職場の問題など、

いろんな法律的にかかわる問題がたくさんあると思っています。行きなさいよだけで
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は、なかなかそういうところにたどり着けないんですね。  

  私ども法テラスにおみえになる方は、かなり行政が同行していらっしゃる方が多くな

っています。やはり一緒に行ってあげるから行きましょうねと、そこまでやらないと

なかなか無理なんだろうなという気が私どももしております。  

  そういう中で、この自殺未遂の中で支援関係機関の中に、法律関係のところが余りな

いのが、ちょっと問題ではないかと思っています。  

  この相談窓口とか、それから福祉保健局の出しているこれにも一応法律関係のところ

が出ております。法テラスも収入制限があるので、誰でもというわけにはいきません

が、電話相談をかなりやっております。  

  それから、弁護士会などは有料とは言っても、無料でやっていることも多いです。弁

護士会はこの会議へ入っていませんけれども、自殺対策に対する委員会ができて、い

ろんなところと支援関係を組んで活動しております。そういう意味では、業界団体と

連携をしていきたいと、弁護士会も法テラスも司法書士会もみんな思って一生懸命活

動しておりますので、いろんなところで、ご利用いただければありがたいと思いま

す。 

○大野座長 ありがとうございます。  

とても貴重なご意見ですけれども、ほかに何かございますか。 

  確かに、自殺未遂の方にどう対処するかというのは、非常に難しいところがございま

す。ただ、支援につながれば命を救うことができると、清水康之委員もおっしゃいま

したし、国の戦略研究という研究でも、それができれば自殺者を減らすことができる

というデータも出ております。  

  その中で、どういうふうにそこにつなげていくかというマニュアルもございます。戦

略研究をしたときには、最初につなげることが非常に難しくて、なかなかそこの導入

の部分で苦労して、そこをいろいろ工夫したという経緯があると聞いております。そ

ういうことも含めて、東京都でも考えていっていただければと思いますし、死のうと

いうのは、これも先ほど清水康之委員おっしゃいましたけれども、死にたいというわ

けではなくて、それしか解決策がないと思いつめてしまうところが問題だと思いま

す。今のように法的なこと、経済的なこと、さまざまな状況で解決策があるんだとい

うことをどう伝えていくか、これも非常に重要なことだと思います。  

  あと、そういうふうに思いつめたときに、つい薬に頼ってしまう、そのあたり私も関

係している区でも警察の方がおっしゃるんですけど、１週間に３カ所ぐらいの医院に

かかって、そして別々に薬をもらっている、山ほどあるのにという、そのあたりどう

防ぐことができるのかという情報の共有、プライバシーの問題ありますけど、その辺

も含めて、これもネットワークとして考えていっていただければというふうに思って

おります。非常に貴重なご意見をいただいたと思います。 

  何かございますか。 
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  齋藤委員、どうぞお願いいたします。  

○齋藤委員 実は自殺予防だけではありませんけれども、相談してくる人の中に、現に精

神科の治療を受けている人がかなり多いんですね。これは医療に対する批判もありま

すけれども、そういうわけで、ドクターも電話に出るということは、セカンドオピニ

オンを提供するという意味もあるんですね。  

  定期的にクリニックに行くその間といいましょうか、その辺で不安を覚えて相談をし

てくるんですね。だから、既に治療を受けているということは、ボランティアの相談

員がなかなか介入しにくいところもありますね。これ以上コメントできないという

か、専門的な問題にはちょっと立ち入れないということがあるんですけどね。  

  しかし、私は、たとえ素人であっても、クリニックに行くその間で気持ちを受けとめ

るということは非常に有効というか、効果的だと思いますね。これは大事にしたいと

思います。 

  それからもう一つ、私がいるのは青少年健康センターというひきこもりの若者たちの

自立支援をやっているんですが、今度は世田谷にも拠点ができましてね、茗荷谷と総

勢１００人近い若者が始終出入りしている。その趣旨は、居場所を提供できるんです

ね。ですから、治療と相談と、やっぱり必要に応じて居場所を提供すると、これが大

事だと思います。若者たちだけのほっとする場所があるんですね。大人じゃだめとい

うか、学校じゃだめというか、そんなことをいつも感じております。  

  以上です。 

○大野座長 ありがとうございます。  

  確かにおっしゃるように、以前は病院につなげようとか、そういうことを言われまし

たけれど、病院とか医療機関に行っても救えるとは限らないですし、東京都の自殺の

内情を見ますと、医療機関にかかっていらして命を落とされた方は非常に多いんです

ね。ですから、そういう医療機関にかかっていらっしゃる方を、今度は地域なり、ほ

かのネットワークでどう支えるか、それがとても大事ですし、今おっしゃったよう

に、ちょっと居場所があるというのは非常に大事なことだろうと思います。  

  あとは、そういうときに行政の支援も必要なんですけれども、例えば、新宿区なんか

で亡くなられた方の調査をしますと、若い方で行政に接触している方は非常に少ない

んですね。ですから、そういう方たちも支援を受けられるような仕組みがどうやった

らできるのかと、そういうこともこれから積極的に考えていく必要があるんだろうと

いうふうに思います。  

  あと、いかがでしょうか。よろしいですか。  

（なし）  

○大野座長 非常にたくさんのご意見をいただきました。非常に貴重なご意見ですので、

これをまた東京都で受けとめて、さらに発展させていただければと思います。  

  さて、そろそろ時間となりましたので、議事はここで終了させていただきたいと思い
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ます。 

  最後に何かこれだけはというご発言、杉本委員、お願いいたします。  

○杉本委員 先ほどの児童・生徒の問題なんですけど、私たちのところにも今、中学生お

一人、高校生お一人が亡くなられた、そのご家族が来ておられます。どうしたら防ぐ

ことができたんだろうと、ずっとそのご家族とのかかわりの中で、さっきから思って

いたんですけれども、残された家族、子どもたち、ご家族のサポートは、学校では多

分無理だろうと思います。  

  例えば本当に小さい１年生、２年生、３年生、４年生ぐらいの子どもが、自宅で家族

が自殺で亡くなった場面を見ていたわけですよね。その子どもたちの衝撃はものすご

く、もちろん親も大きいと思いますが、一見何事もないように元気にしています。で

も学校では絶対話さないと、これは１００％言っていて、何で話さないのかと、まだ

そこまで突っ込んで聞いたりすることは、なかなかできないんですけれども、多分言

ったってわかってくれないということが一つと、言ってはいけないものだという、も

うものすごく強いプレッシャーが既にかかっているんですよね。  

  なので、さっき清水委員からも、大人が信頼できるかどうかということがすごく問題

だとありましたけれども、やっぱり大人が弱音を吐かない生き方をしている限り、子

どもたちも弱音は吐けないだろうと思うので、そこは大人のあり方が問題だろうとい

うことが一つと、それから、あとは齋藤委員がおっしゃったように居場所づくりで、

私がしているのも、小学生と、それから、この間から中高生のグループもつくってい

ますけど、やっぱり居場所なので、学校とか、既存の仕組みの中にはない部分を考え

ていかなければいけないのではないか。小さいときの大きな衝撃を、そのままの衝撃

を遊びの中であらわすことが多いので、例えば、１時間も続けて、ぬいぐるみとかパ

ンチングなんかをやり続ける、本当にかわいいお嬢さんとかはたくさんいらっしゃい

ますから、言葉を発せずに。なので、そういうふうに表現することができる場、居場

所があるということが、学校とか以外、学童とか以外のところで考えていくことが大

切なんではないでしょうかということを思っていました。  

○大野座長 ありがとうございます。  

居場所づくりということで、これはなかなか民間だけでできることではなくて、や

はり公的な機関が支援をしながら、そういうものをできるだけ多くつくっていただけ

るとありがたいというふうに思います。  

  あとはいかがでしょうか。よろしいですか。  

（なし）  

○大野座長 それでは、これで議事を終わりたいと思いますけれども、最後に、前田副座

長からも、一言まとめのお言葉をいただきたいと思います。  

○前田副座長 今日は大変熱心なご討議、ありがとうございました。私自身もこの会に入

らせていただいたのは４回目でありますけれども、基金で非常にさまざまな対策が活
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性化されたということで、最初は非常にバラエティに富んで、いろんな対策が出て、

どこに焦点絞られているのかというようなところもあったんですが、この間、聞いて

いますと、いわゆるリスクが高いところというのは絞り込まれてきた。  

  一方で、全体的な底上げの事業も行う中で、ある程度リスクが高いところは絞られ

て、例えば、今日おっしゃいましたように、若年者の問題、あるいは、自殺未遂者の

問題、それから、様々に活動されている自死遺族の方の会、大分絞られてきたところ

はあるんですけども、優先順位が高いと。 

  ただ、例えば若者のお話で、担任の先生のご苦労のお話にもありましたけれども、そ

れに象徴されますように、直接そこに対峙している方だけの力では絶対解決できな

い。非常に多くの機関が協力をしながら、そのリスクが高い方に、連携して対応しな

きゃいけないというところもだんだんわかってきて、そのためにどういうネットワー

クを組んでいくかということも、徐々にわかりつつあるかと思います。  

  この東京会議というのは、ほかにも東京都には協議会とかいろいろあるんですが、東

京都のその対策に何か意見を言うというような場ではなくて、そうした対策にさまざ

まな分野から、この自殺対策についてかかわる方々が協働して、そういう問題を解決

していこうと、そういう連帯の意識を持つ場でもございます。  

  そういう意味では、今日ここで皆さん方にお話しいただきました形での連帯というも

のを、ぜひ今後とも強めまして、今日お話しいただいたような形で、それぞれの分野

で連携して、今後とも東京都の自殺対策を進めていければと考えております。  

  今日お話しいただいたリスク以外にも、先ほど統計を見ていましたら、密かに高齢者

の自殺が増加してきているところも非常に気になるところですし、あと、中年の４０

代の女性も増えてきているということになって、恐らくこの自殺という問題、社会情

勢の変化によって、特に中高年の方は経済状況の好転ですとか、あるいは多重債務対

策は大分進んで少し減ってきているんですけれども、それ以外のところでは、またさ

まざまなリスクが、恐らく社会の状況によって出てくるかと思いますので、そういう

点につきましても、ぜひ今後とも皆さん方と連携して、この自殺対策に取り組めれば

と思っております。  

  どうも、今日はありがとうございました。 

○大野座長 前田副座長、ありがとうございました。  

また、委員の皆様方も、非常に貴重で示唆に富んだご意見をいただきまして、あり

がとうございます。ぜひこれを反映して、さらに東京都の自殺対策に生かしていただ

ければと思います。  

それでは、次第の「４、その他」ですけれども、事務局から何かございますか。  

○東課長 本日は、多くの貴重なご意見をいただきまして、ありがとうございました。皆

様からのご意見等を踏まえまして、東京都の自殺対策をさらに推進してまいりたいと

思っております。 
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なお、現在の委員の皆様の任期につきましては、本年３月３１日までをもって切れ

るというところでございますので、年度の切りかえに合わせまして、改めて委員の委

嘱手続等についてご案内させていただきたいと思います。  

それから、本日配布いたしました資料につきましては、お荷物になる場合でしたら

ば、お席に残していただければ、後ほど事務局から郵送させていただきます。 

また、お車でお越しの方につきましては、事務局のほうで駐車券を用意してござい

ますので、お申しつけください。 

事務局からは以上でございます。 

○大野座長 ありがとうございました。  

  本日、予定しておりました議事は全て終了いたしました。ご協力ありがとうございま

す。長時間にわたって熱心なご討議、ありがとうございました。 

 これにて平成２６年度自殺総合対策東京会議を閉会といたします。ありがとうございま

した。 

（午後 ７時４８分 閉会） 

 

   

 


